
 

季刊 国際貿易と投資 Spring 2014/No.95●177 

日本企業による対米直接投資 

～リーマンショック後の落ち込みから脱却し拡大～ 

増田 耕太郎 Kotaro Masuda 
(一財) 国際貿易投資研究所 研究主幹 

研  究  ノ  ー  ト

 

 要約 

・ 2012年の日本の対米直接投資は前年比2.2倍増の2兆5,609億円である。

2013 年第 1～3 四半期では 3 兆 7,130 億円と、2012 年実績を上回る。対

外直接投資額の 36.7％を占め、対中国投資額の 5.9 倍と大きい。投資額

の増加要因の 1 つは、ソフトバンクによる通信会社 SPRINT NEXTEL Co

の買収（約 216 億ドル）などの大型の M&A である。 

・近年の主な特徴は、①グローバル展開を加速化するために、世界に広く

事業を行っている米国企業の買収。②グローバル展開に不可欠な米国市

場での事業拡大。③米国の国内需要の回復等にともなう事業の拡大、④

広がるシェールガス関連分野への投資、⑤内需型産業～飲食・小売等の

サービス分野の事業拡大、などである。 

・今後も対米直接投資は拡大が見込まれる。米国市場は他の外国市場に比

べ長期的に安定した発展が期待できる。競争が激しいものの予測しがた

いビジネス・リスクは小さく市場参入しやすい。さらに中堅・中小企業

にとって米国市場での成功が与える社内の影響・効果が非常に大きいこ

とも重要な進出動機になる。 

なお、本稿は本誌 84 号（2011 年 6 月）掲載の「リーマンショック後の

対米直接投資の特徴」の続編である。 
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１．リーマンショック後の落ち込

みから脱却した対米直接投資 

 

最近の対米直接投資は、日本企業

の積極的な M&A を活用した投資を

中心に拡大している。リーマンショ

ック直後の落ち込みから脱却し拡大

傾向にあることは日米双方の直接投

資統計から明らかである。 

 

（1）日本からみた対米直接投資 

 

2012 年の日本の対米直接投資額

（国際収支ベース）は前年比 2.2 倍

増の 2 兆 5,609 億円である。過去最

高であった 2008 年（4 兆 4,617 億円）

には及ばないものの、リーマンショ

ック後の落ち込みから脱却し 2007

年以前より高い水準にある。 

2013 年の第 1～3 四半期の対米直

接投資額は 3 兆 7,130 億円で前年実

績の約 1.45 倍、2 年前の約 3.2 倍の

規模となり、対外直接投資額の

36.7％を占める。第 3 四半期に通信

業分野で 1 兆 9,716 億円の投資があ

り、後述のソフトバンクの Sprint 

Nextel Co 買収（216 億ドル）に要し

た支払が含まれている（注-1）。 

なお、対中国投資と比べると対米国

投資は 2012 年で約 2.4 倍、2013 年（1

～3四半期）では5.9倍と大きい（表-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）米国からみた日本の対米直

接投資 

 

米国の対内直接投資統計に基づく

日本からの直接投資額（2012 年）は

191.69 億ドルである。2008 年の

223.21 億ドルには及ばないものの、

2009 年と比べると 2.9 倍増で 3 年連

続の増加である。その間の米国の対

内投資総額の伸びは 1.1 倍なので、

日本からの投資の増加が目立つ。米

国の対内直接投資額の 11.9％を日本

 対米国 対中国 倍率 

 （億円） （億円） （倍数） 

2009 9,989 6,492 1.5 

2010 7,968 6,284 1.3 

2011 11,530 10,046 1.1 

2012 25,609 10,759 2.4 
2013 

（Ⅰ～Ⅲ）
37,130 6,254 5.9 

注 倍率は対米国投資額が対中国投資額

の何倍であるかを占めす。 

出所：日本銀行「地域別国際収支」 

表－１ 日本の対米・対中直接投資

の比較 
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からの投資が占め、10％を超えたの

は 2005 年以来の 7 年ぶりである。 

 

２．最近の対米直接投資の特徴 

 

投資事例からみた最近の日本企業

による対米直接投資の主な特徴は次

の点である。なお、事例は各社のホ

ームページ等を参考に、前回報告（本

誌 84 号、2011 年 6 月）以降のもの

を選んでいる（別表参照）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 事例は各社（米国法人を含む）の広報資料および米国における報道資料等を参考に

している。日本企業の対米直接投資事例は非常に多く、事例はそれらの一部にすぎ

ない（以下 同様） 

別表（1） 米国企業の買収事例～製造業 
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別表（2） 米国企業の買収例（非製造業分野） 
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1）グローバル展開のために米国企業

がもつネットワークを活用するた

めの買収 

2）グローバル展開に不可欠な米国市

場の獲得 

3）米国の国内需要の回復等に伴う事

業拡大 

4）広がるシェールガス関連分野の

投資 

5）内需型産業分野の米国事業拡大 

6）最先端技術開発を行うベンチャ

ー企業への出資・買収 

7）米国のインフラ部門への投資 

 

別表（3） グリーンフィールド投資の例 
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（1）米国企業がもつネットワーク

を活用するグローバル戦略 

 

第 1 は、グローバルに事業展開す

る米国企業を買収し、買収先がもつ

海外子会社を含めて傘下にいれ、グ

ローバル化を加速化させる投資であ

る。このタイプは前回にも紹介した

が、引き続き多くみられる。 

例えば、ソフトバンクは、携帯用

端末の世界最大級の卸売り企業・

Brightstar Corp（Brightstar）を買収し

子会社化した。Brightstar 社は世界 50

カ国以上に拠点があり 125 カ国以上

にサービス拠点を持つ。『携帯端末の

調達規模を拡大し、日米において競

争力をさらに高める』と説明してい

る。Brightstar 社の買収では端末調達、

後述の Sprint Nextel の買収ではネッ

トワーク機器の調達規模拡大が狙い

である。 

伊藤忠商事は Doll Food Company

のアジアの青果物事業と、缶詰や飲

料など全世界の食品加工事業を買収

した（2013 年 4 月）。買収により、

アジアでの果実、野菜の販売、北米・

アジア、欧州など 70 か国以上で果実

関連加工食品の販売網（流通・加工

拠点を含む）を得た。 

丸紅は Gavilon Holdings, LLC の買

収手続きが完了し、穀物取扱量は穀

物メジャー最大手の Cargill Inc.に次

ぐ規模となった（2013 年 7 月）。

Gavilon 社の穀物事業は、全米に 140

超の穀物集荷関連拠点による戦略的

集荷網をもち、全米第 3 位の穀物集

荷能力がある。穀物取扱量は 25 百万

トン（2012 年度見通し）から、買収

で 55 百万トンを超える規模になる。 

また、サントリー・ホールディン

グスによるウイスキーメーカー・Jim 

Beams の買収（2014 年 1 月合意、買

収額 160 億ドル）がある。同社の大

型買収案件はフランスの飲料メーカ

ー Orangina Schweppes Group（26

億ユーロ：2009 年）、英国のグラク

ソ・スミスクライン（GSK）の飲料

部門 13.5 億ポンド：2013 年）に続く

ものである。海外のブランドを日本

で販売する又は日本のものを外国で

販売する段階から、海外で販売され

ている商品を世界に販売する事業の

中核の一つにするというグローバル

展開のカタチが整うことになる。 
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（2）グローバル化に不可欠な米

国市場の獲得 

 

米国市場抜きにグローバル展開を

進めることはできない。世界最大の

経済規模・消費市場である米国市場

で競争に勝ち確固たる地位を築くこ

とは、グローバル企業になる必須の

要件である。その手段として米国企

業を買収する例が目立つ。この傾向

も前回と同様である。 

日本電信電話（NTT）は積極的な

M&A を行い、「日本の国内通信事業

者」から「グローバル IT ベンダー」

に大きく変わりつつある。過去には

米国企業等への M&A は巨額な特別

損失を計上することになったことも

ある。それでも積極的な投資を行う

のは北米での事業強化が欠かせない

からである。NTT は、Centerstance、

Solutionary, Inc.等の「クラウド」や

「セキュリティ」分野の企業を買収

した。NTT コムが買収した Vertela 

Technology（Vertela）は、世界の通信

事業者と提携し 190 カ国以上で法人

向けデータ通信回線を提供している。

NTT コムは現地の業者から回線を

借り顧客にクラウドを提供するケー

スが多かったのを、Vertela の買収で

自社の通信網でサービスができる。

顧客企業の要望に迅速に応えられる

ほか、コストの引き下げにもつなが

る。また、RegingWire Data 社の買収

は、手薄だった北米のデータセンタ

ーを拡充できる。いずれも、米国の

主要企業にサービスを提供している

ので、日本企業との取引が多い NTT

コムにとっては顧客基盤の拡大につ

ながる。そうした積極的な投資の効

果が表れている。テキサス州交通局

から受注した IT アウトソーシング

は NTT が買収した Solutionar、南ア

フリカの子会社、NTT データの米国

子会社が分担し行うことになる。 

ソフトバンクは米国の通信企業・

SPRINT NEXTEL Corp.の買収が完了

したと発表した（注-2）（2013 年 7 月）。

買収額は約 216 億ドル。SPRINT 社

の 100％子会社である高速無線通信

企 業 の Clearwire Communications 

LLC も傘下に収めた。さらに、米国

携帯電話 4 位の T-Mobile US を買収

する計画で関係者と最終調整段階で

あるとの報道があった（2013 年 12

月）。仮に T-Mobile の買収が成立す

ると、ソフトバンクは米国の携帯電
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話事業では上位2社に肉薄する3位、

グループ全体では世界 2 位の規模に

なる。 

製品ラインの強化を目的にした

M&Aの例に、ダイキン工業や東レ、

三菱レイヨンの炭素繊維メーカーの

買 収 が あ る 。 ダ イ キ ン 工 業 は

Goodman Global Group を買収し、米

国の住宅用空調機器～特にダクト式

の建物全体を冷暖房する分野を強化

した。「自社にない技術と米州地域に

強い商圏を手にいれることができ

た」と評価している。東レは Zolitek 

Companies, Inc を買収した。買収先は

風力発電用風車の羽根などに使われ

コスト競争力が求められるタイプ

（ラージトウ）が主力である。一方、

東レが得意とするのは高機能・高品

質で大型航空機の機体に用いるタイ

プ（レギュラートウ）である。この

ため、買収によって商品ラインを補

完できる関係にある。 

先にアジア等の市場に進出した後

に米国市場に参入する事業会社の例

に LIXIL がある。同社は米国の大手

衛 生 陶 器 メ ー カ ー の American 

Standard Plumbing 社（ASB）を買収

し、米国市場に参入すると発表した

（2013 年 6 月）。ASB はトイレや浴

室、キッチンの設備を製造する企業

で、138 年の歴史を持つ。LIXIL は 2

億ドルの負債も引き継いだので買収

に要する総額は 5.42 億ドル。米国で

は住宅建設の回復に伴いキッチンや

浴室関連の製品の需要が高まってお

り、LIXIL は買収によってこの波に

乗るための足掛かりを築くことがで

きる。LIXIL は ASB のアジア事業を

過去に買収しているので（2009 年）、

北米事業を入手したことになる。な

お、LIXIL はドイツの GROHE Group

を買収し米・欧を軸にグローバル展

開する態勢を得た。 

 

（3）米国の国内需要の回復等に

伴う事業の拡大 

 

新車の販売台数増など旺盛な需要

が期待できることから自動車分野を

中心に米国国内需要に対応した事業

拡大に伴う投資が増えている。 

例えば、乗用車や SUV の増産のた

めの設備投資を各社が発表している。

トヨタは LEXUS を、ホンダは NSX

の生産を開始するために工場を建設

し、2015 年から稼働する計画である。 
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日産は米国向け SUV『ローグ』の

生産を開始した（2013 年 10 月）。な

お、同社は 84 号で紹介した電気自動

車 LEAF に搭載する電池および

LEAF の生産を開始している。また、

ホンダは生産拡充で米国販売のほぼ

全量を米国で生産する体制にする方

針のようだ。 

部品等の分野でも小糸製作所、三

菱電機（電装品）、横浜ゴムなど、自

動車関連分野の企業の生産拡充が相

次いでいる。それだけではなく、素

材部門等にも広がっている。 

新日鉄住金は ArcelorMittal と共同

で設立する合弁企業がドイツの

ThyssenKrupp AG の 子 会 社

ThyssenKrupp Steel USA LLC を買収

すると発表した（2013 年 11 月）。2010

年に稼働させた自動車用鋼板工場

（アラバマ州）を取得することで、

日系自動車メーカーの米国生産の拡

大に対し北米での供給不足を解消し

グローバル供給体制を強化するのが

狙い。 

コベルコ建機（神戸製鋼所の子会

社）は、米国に建設機械の生産工場

を 2015 年までに建設する意向と報

道されている。不動産開発やシェー

ルガス採掘のためのプラント建設が

盛んで、油圧ショベルなどの建設機

械需要が伸びている。そこで米国で

生産し価格競争力や製品供給力を高

めるのが狙いである。 

 

（4）広がるシェールガス等関連

の投資 

 

シェールガスに関係する分野の投

資も前回と同様である。米国では中

長期的なエネルギー開発の拡大が見

込まれるので、シェールガス・シェ

ールオイル、メキシコ湾深海の油田

開発が活発に進むと予想されている。

日本からの投資は採掘段階の権益確

保の目的から、最近ではシェールガ

ス等の生産拡大に伴い下流部門等の

関連分野に広がっている。 

上流部門では、採掘用油井管など

の関連資材の需要も確実に拡大する

ことを見込んだ投資が目立つ。 

例えば、新日鉄住金は米国子会社

を通じ、油井管加工を手掛ける WSP 

Houston OCTG ヒューストン OCTG

の工場設備を買収、設備増強して

2015 年中に生産を開始する。JFE ス

チールは兼松子会社と合弁で新会社
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を設立し、Benoit Machine LLC の油

井管加工に関する事業及び関連保有

資産を取得した。伊藤忠丸紅鉄鋼は、

米国の油井管専門商社の Sooner Inc

の 100％株式を取得することで合意

した。買収により取扱量は倍増し世

界シェアは 10％超になる。なお、商

社による鉄鋼商社買収例には住友商

事による Edgen Group Inc の買収が

ある。米国内の販売強化に加え、買

収先企業が持つ中東やアジアなど

18 か国の販売拠点をもつグローバ

ルな販売網を活用する。 

シェールガスを活用する化学部門

の投資も目立つ。シェールガスを原

料とすることで生産コストの低下を

図るのが目的である。例えば、信越

化 学 は 米 国 の 生 産 子 会 社

SHINTECH の塩ビモノマーおよび

塩ビ樹脂の生産を拡大することを決

め 2015 年に稼働する。世界最大の塩

ビ樹脂メーカーの同社にとって、生

産能力の約 65％を米 SHINTECH が

生産することになる。クラレはシェ

ールガスを使って接着剤などに使わ

れる機能性樹脂「ポバール」の新工

場を 2014 年秋以降に稼働させる。 

 

（5）内需型産業～飲食・小売等

のサービス分野の事業拡大 

 

近年目立つ特徴の一つが、実績を

上げている小売・飲食などのサービ

ス業分野企業の進出である。 

例えば、ドンキホーテは食品スー

パーの MARUKAI Corp を買収した

（2013 年 7 月）。同社は 2006 年にハ

ワイに進出し 3 店舗経営しているが、

ハワイ州やカリフォルニア州で日系

人を主な顧客対象に 11 店舗を経営

するMARUKAIを買収することで米

国事業を強化する。なお、買収はシ

ンガポールにある海外事業持株会社

（PPI）の米国子会社経由で行なって

いる。 

ニトリは 2013 年末までにカリフ

ォルニア州南部に 2 店舗開店すると

発表した（2013 年 9 月）、17 年度ま

でに 17 店舗開店する計画である。店

舗名は家具・インテリアの専門小売

店「AKi－Home」。ニトリの海外進

出は台湾に次いで 2 か国目。 

外食産業の進出例に大戸屋、丸亀

製麺など多数あり、外食チェーン店

等のサービス業の進出関心は高いも

のがある。 
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この背景には、日本の人口減少等

がもたらす成長力鈍化、需要減退へ

の懸念である。外国での事業拡大の

強化を図り企業発展につなげていく

との考えは、日本国内に軸足がある

「内需型」企業に共通する。前述の

NTT グループ、東京海上ホールディ

ングスによる損害保険階会社の

Delphi Finanncial Group（DFG）の買

収など。 

なお、飲食等サービス業企業の米

国での事業拡大は、アジア諸国への

進出では得られない社員のモチベー

ション向上など経営に与える効果も

大きいことも多店舗展開を含め、進

出動機になる。 

 

（6）最先端技術開発・研究開発

を行うベンチャー企業への

出資・買収 

 

対米投資のM&Aの特徴の 1つが、

有望なベンチャー企業に出資するこ

とである。最先端研究開発分野の医

薬品、IT 関連ソフト&サービス企業

の買収は、前回同様に目立つ。 

例えば、大塚製薬（株）は米国子

会社を通じて Astek Phamaceuticals 

Inc.（Astek）を買収することで合意

したと発表した（2013 年 9 月）。Astek

は 1999 年創業のバイオテクノロジ

ー企業で、分子設計創薬技術に優れ

過去 8 年間に新規化合物を臨床開発

段階に 9 件を移行させた実績をもつ。 

東芝は 2008 年創業の Consert Inc

を買収した（2013 年 2 月）。Consert

社はスマートグリッド、スマートコ

ミュニティ構築に必要な電力企業向

けデマンド・レスポンス・システム

のソフトウエア開発やそのための機

器・サービスの提供を行っている。 

ソニーは、疾病検査、治療モニタ

リング、血液検査のための Point of 

Care機器の開発や第三者向け開発受

託事業を行うベンチャー企業、

Micronics Inc を買収した（2011 年 9

月）。Point of Care とは、Point of Care

診断は患者の検体を専門の外部試験

施設に送らずに、診療所や救急セン

ター、病院内のベッドサイドなど患

者の近くで検査結果を出し迅速で正

確な診断を可能とすることを指し、

ソニーは診断機器の開発と事業化を

加速させることをねらう。 

楽天は米国の Webgistix の全株式

を取得し完全子会社にした。米国で
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展 開 し て い る モ ー ル 事 業

「Rakuten.com Shopping」の出店者向

けに商品の保管、受注、発送などを

代行する「フルフィルメントサービ

ス」を提供するのが狙いであるが、

買収先の技術を日本でも活用する。

楽天はビデオストリーミング・サー

ビスを世界に展開するVikiも完全子

会社化（2013.9）した。ORIX は建物

のエネルギーマネジメント・サービ

スの Enovity を買収（2013.10）する

など対象分野が広がっている。 

 

（7）インフラ部門への事業拡大 

 

インフラ関連分野の投資は前回報

告に引き続き活発である。前回報告

で日本車両製造の米国生産決定など

が実行され稼働している。鉄道車両

では新たに近畿車両が海外生産を開

始する。 

セブン銀行の ATM 買収、前述の

ソフトバンクの Sprint Nextel 、

T-Mobile の買収、NTT コムの Ventela

買収などもインフラ部門の投資とい

える。 

 

３．まとめにかえて 

 

前回の報告ではリーマンショック

直後に落ちこんだ日本企業の投資が

回復過程にあった。それから 3 年経

過し、Ｍ&Ａの大型化等、より積極

的に事業拡大する傾向が顕著である。

IT、エネルギー関連分野など広範囲

の分野での米国企業への M&A が主

であることは変わりがない。一方、

内需型業種でも対米投資を強化する

など投資の拡大がみられる。 

こうした傾向は今後も持続し対米

直接投資は拡大し続けると見込まれ

る。 

第 1 は、市場の大きさと成長性で

ある。米国は人口が 3 億人を超える

先進国最大の人口を持ち、人口が増

加する稀有の先進国である。国際協

力銀行の「海外直接投資アンケート

結果」（JBIC 調査）によれば、中期

的有望事業展開先国を尋ねると先進

諸国の中では常に 1 位、新興国・途

上国を含めても常に 7～10 位にある。

また、米国を有望先と回答した理由

に「市場の規模」と「市場の成長性」

をあげている（表-2）。JETRO の『2013

年米国進出企業実態調査』でも、回
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答した製造企業 661 社の 60.1％が今

後 1～2 年以内に『事業拡大』すると

答えている。 

第 2 は、誰もが認める「ビジネスの

し易さ」である（注-3）。前述の JBIC 調

査では進出にあたっての懸念とする

課題では、米国の場合の回答をみると

「他社との激しい競争」に集中し、他

の課題項目は皆無ないし例外的な少

数に留まる。新興国や途上国の場合に

懸念される多くの課題の意見は少な

く、多くの回答者は米国でのビジネス

のし易さを認めている。この結果は常

に同様で、安定している。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位 ％ 
 米国 インドネシア 中国 
中期的（今後3年程度）有望事業展開先

国・地域（【 】内は前年） 
10位 

【9位】 
1位 

【3位】 
4位 

【1位】 
有望理由（回答企業数） （C54社） （215社） （183社）

現地マーケットの現状規模 70.4 30.7 61.2 
現地マーケットの今後の成長性 53.7 84.2 67.8 

政治・社会情勢が安定 35.2   
現地のインフラが整備 29.6   

産業集積 27.8 14.9 25.1 
現地の物流サービスが発達 27.8   

安価な労働力  38.1  
組み立てメーカーへの供給拠点  25.1 26.8 

第3国輸出拠点   17.5 
課 題（回答企業数） （40社） （194社） （179社）

他社との厳しい競争 85.0 29.9 62 
労務問題 22.5 26.8  

労働コストの上昇 20.0 41.2 77.1 
課税強化 17.5   

管理職クラスの人材確保が困難 12.5 26.8  
インフラの未整備  31.4  

法制の運用が不透明  30.4 55.3 
現地の知的財産権の保護が不十分   46.4 

治安・社会情勢が不安   31.8 
注  数値は回答企業数の割合（％） 
出所：国際協力銀行「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」（第 25 回） 

表－２ 中期的にみて有望事業展開先の国と有望理由および課題 

（2013 年度） 
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このことは日本国内での事業が主

体であった「内需型」企業にとって

「ビジネスがしやすく、カントリー

リスクが低い」米国は投資しやすい。

前述の NTT グループヤサントリー

同様に、日本が主体のサービス分野

の企業が大型 M&A による投資を行

う可能性は高い。特に中堅・中小規

模の企業にとって進出しやすい対米

投資の拡大が見込まれる。 

日本の対米直接投資残高（2012 年

末）は 24.7 兆円と全体の 27.5％を占

め、対中国の約3.1倍の規模である。

また、対米投資からの直接投資収益

は1.17兆円で対中国投資のそれの約

1.7 倍と大きい。 

一方、日系企業による対米直接投

資の状況を米国にある外資系企業の

活動状況（2012 年）でみると、直接

投資残高（3.094 億ドル）は英国に次

いで大きい。その結果、①総資産で

は外国系企業の約 11.7％（1.51 兆ド

ル）、②設備等の合計では約 13.7％

（2657 億ドル）、③雇用者数では約

12.5％（約 76.7 万人）を占める（UBO

ベース：（注-4）。 

製造拠点だけでも全米 50 州中 49

州にあり、各地の地域経済活動の一

端を担っている。このため、日本の

対米直接投資の拡大は日米双方にと

って重要であり、歓迎される投資と

して期待が大きい。 

 

【注】 

1. 【通信企業の買収】米国企業を買収する

際、国家安全保障に関係する場合には外

国投資委員会（CFIUS）や連邦通信委員

会（FCC）の承認が必要である。（本誌

89 号「中国企業の対米投資の特徴～～

米国企業の買収と対内直接投資規制～

（季刊 89 号、2012 年）」参照）。 

2. ソフトバンクの Sprint 買収の場合は、買

収合意は 2012 年 10 月 15 日。買収完了

は 2013 年 7 月 10 日である。同様に、

T-Mobile の買収には関係当局の承認が

必要なので実現までに時間がかかると

予想される。 

3. 【 米 国 の 魅 力 】“ Select USA 2013 

Investment Summit（2013 年 10 月 31 日

~11 月 1 日開催）では、米国の魅力を①.

安定した資本市場、②最大の消費市場、

③開かれた経済（20ヵ国とのFTA 締結）、

④知的財産の保護、⑤ 安価で豊富なエ

ネルギー、⑥整備されたインフラ、⑦ 教

育水準の高さ（高い起業家精神）などを

あげている。 
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4. 【UBO ベース】米国では米国に直接投

資を行った投資者（“Foreign Parent”）基

準と、米国子会社を最終的・実質的に支

配する投資家（「最終的な実質所有者」：

“Ultimate Beneficial Owner”（UBO））ベ

ースに基づく直接投資統計がある。 

 

【参考資料等】 

1. 事例は各社（米国法人を含む）の広報資

料および米国における報道資料等を参

考にしている。日本企業の対米直接投資

事例は非常に多いので、本稿で取り上げ

た事例は（表を含む）、それらの一部に

すぎない。 

2. 日本銀行『地域別国際収支』 

3. 米国商務省 BEA：“Selected Financial and 

Operating Data of All Bank and Nonbank 

U.S. Affiliates by Country of UBO, 2011”

「リーマンショック後の対米直接投資

の特徴」（本誌 84 号 2011 年） 

4. 国際協力銀行：『わが国製造業企業の海

外事業展開に関する調査報告－2013 年

度海外直接投資アンケート結果（第 25

回）－』（2013 年 11 月） 

5. 日本貿易振興機構『2013 年米国進出企

業実態調査』 

6. 「中国企業の対米直接投資の特徴～米

国企業の買収と対内直接投資規制」（本

誌 89 号 2012 年）

 

 

(一財）国際貿易投資研究所が発行する直接投資統計資料のご紹介

国際貿易投資研究所が毎年発刊している直接投資に係る統計集は次のものです

最新版 （発行時期） 注
1 主要国の直接投資統計集（概要編） 2013年版 （2013年12月） 1997年より毎年発行

2 主要国の直接投資統計集（国別編） 2013年版 （2013年6月） 1997年より毎年発行

3 国際直接投資マトリックス 2013年版 （2013年12月） 1998年より毎年発行
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